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令和５年７月長浜市教育委員会定例会 議事日程 

 

 

令和５年７月２７日（木） 午後１時３０分～ 

長浜市役所５階 教育委員会室   

 

１．開 会 

 

２．議 事 

日程第１ 会議録署名委員指名 

 

日程第２ 会議録の承認 

６月定例会 

 

日程第３ 教育長の報告 

 

日程第４ 議案審議 

 議案第２２号 令和６年度小学校各教科用図書の採択について 

議案第２３号 令和６年度小学校特別支援学級各教科用一般図書の採択について 

議案第２４号 学校運営協議会委員の任命について 

 

日程第５ 協議・報告事項 

   （１）「(仮称)長浜市未来こども若者計画」策定に向けた取り組みについて 

（２) 長浜市病児保育施設整備費等補助金交付要綱の一部改正について 

(３）長浜市民間認可保育所及び認定こども園運営補助金交付要綱の一部改正について 

  （４）令和４年長浜市議会６月定例月議会一般質問答弁要旨について 

 

日程第６ その他 

 

３．閉 会 

 

 

 

 

令和５年８月教育委員会定例会開催日程 ８月２４日（木） 午前１０時００分～ 
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議案第２２号 

 

令和６年度小学校各教科用図書の採択について 

 

令和６年度から４年間使用する小学校各教科用図書を、別紙のとおり採択することにつ

いて、教育委員会の議決を求める。 

 

令和５年７月２７日提出 

 

長浜市教育委員会 教育長 織田 恭淳   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3



別紙 

 

令和６年度小学校各教科用図書の採択（案） 

                                               

                                              滋賀県第５地区教科書採択協議会 

 

 

種目 科目 発行者名 書名 

 

国語 

国語 光村図書 国語 

書写 光村図書 書写 

 

社会 

社会 日本文教出版 小学社会 

地図 帝国書院 楽しく学ぶ 小学生の地図帳 

算数 算数 啓林館 わくわく 算数 

理科 理科 東京書籍 新しい理科 

生活 生活 東京書籍 新しい生活 

音楽 音楽 教育芸術社 小学生の音楽 

図画工作 図画工作 日本文教出版 図画工作 

家庭 家庭 開隆堂 わたしたちの家庭科 

体育 保健 Gakken みんなの保健 

外国語 英語 開隆堂 Junior Sunshine 

道徳 道徳 日本文教出版 小学道徳 生きる力 
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1 2 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13

国語 書写 社会 地図 算数 理科 生活 音楽 図工 家庭 保健 道徳 外国語
特別
支援

1 東京書籍 〇 〇 〇 〇 〇 ● ● 〇 〇 〇 〇 9 2

2 大日本図書 〇 〇 〇 〇 4 4

3 開隆堂 〇 ● ● 1 9

4 学校図書 〇 〇 〇 3 11

5 三省堂 〇 1 15

6 教育出版 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 9 17

7 信州教育出版 〇 〇 2 26

8 教育芸術社 ● 0 27

9 光村図書 ● ● 〇 〇 〇 3 38

10 帝国書院 ● 0 46

11 大修館書店 〇 1 50

12 啓林館 ● 〇 〇 〇 3 61

13 日本文教出版 ● 〇 ● ● 1 116

14 文教社 〇 1 207

15 光文書院 〇 〇 2 208

16 Gakken ● 〇 1 224

17 教育図書 0 300

18 山川出版社 0 300

19 数研出版 0 300

20 育鵬社 0 300

21 廣済堂あかつき 0 300

2 2 2 1 5 5 6 1 1 1 5 5 5 0

3

令和６年度に採択する小学校用教科書用図書の一覧表
発
行
者
番
号

資料１

※丸印（○●）は、選定調査対象教科書です。その中から採択協議

会で選定された教科書が●印のものです。
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議案第２３号 

 

令和６年度小学校特別支援学級各教科用一般図書の採択について 

 

令和６年度から４年間使用する小学校特別支援学級各教科の教科用一般図書を別紙のと

おり、採択することについて、教育委員会の議決を求める。 

 

令和５年７月２７日提出 

 

長浜市教育委員会 教育長 織田 恭淳   
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別紙

1年 2年 3年 4年 5年 6年

検：小１　 検：小１～２　 検：小１～３　 検：小１～４　 検：小２～５　 検：小３～６　

著：こくご☆～☆☆☆ 著：こくご☆～☆☆☆ 著：こくご☆～☆☆☆ 著：こくご☆～☆☆☆ 著：こくご☆～☆☆☆ 著：こくご☆～☆☆☆

71-1　永岡書店
515　おしゃべりあいうえお
なじめてのひらがな・カタカ
ナ

20-4　戸田デザイン
007　よみかた絵本

20-5 同成社
B02 ゆっくり学ぶ子のため
の「こくご」入門編２(改訂
版）

20-5 同成社
A01 ゆっくり学ぶ子のため
の「こくご」１(改訂版）

20－5　同成社
A02 ゆっくり学ぶ子のため
の「こくご」２（改訂版）

20-5 同成社
A03 ゆっくり学ぶ子のため
の「こくご」３（改訂版）

検：小１　 検：小２　 検：小３　 検：小４　 検：小５　 検：小６　

08-1 くもん出版
501　もじ・ことば２　はじめ
てのひらがな ２集

08-1 くもん出版
503　もじ・ことば5　ひらが
なおけいこ

08-1 くもん出版
508　もじ・ことば10　カタカ
ナおけいこ

08-1 くもん出版
505　もじ・ことば7　ことばの
おけいこ

08-1 くもん出版
506　もじ・ことば8　ぶんの
おけいこ

08-1 くもん出版
509　もじ・ことば12　漢字お
けいこ

検：小３～５　 検：小３～６　

28-1 福音館
M06 みぢかなかがくシリー
ズ町たんけん

12-2 小学館
C01 ドラえもんちずかん１
にっぽんちず

12-2 小学館
C02 ドラえもんちずかん２
せかいちず

28-1 福音館
G10 福音館の科学シリーズ
ただいまお仕事中

検：小１　 検：小１～２　 検：小１～３　 検：小１～４　 検：小２～５　 検：小３～６　

著：さんすう☆～☆☆☆ 著：さんすう☆～☆☆☆ 著：さんすう☆～☆☆☆ 著：さんすう☆～☆☆☆ 著：さんすう☆～☆☆☆ 著：さんすう☆～☆☆☆

27-3 ひさかた
C05 スキンシップ絵本　か
ずのえほん

11-4 三省堂
A04 三省堂こどもかずの絵
じてん

20-5 同成社
C03 ゆっくり学ぶ子のため
の「さんすう」３

20-5 同成社
C04  ゆっくり学ぶ子のため
の「さんすう」４

20-5 同成社
C05 ゆっくり学ぶ子のため
の「さんすう」５

22-3　日本教育研
A02　ひとりだちするための
算数・数学

検：小３　 検：小３～４　 検：小３～５　 検：小３～６　

06-2 学研
503　はっけんずかんむし新
版

27-1 ひかりのくに
505　こどものずかんＭｉｏ7
くさばな・き

27-1 ひかりのくに
I04 改訂新版体験を広げる
こどものずかん４ 　はなと
やさい・くだもの

27-1 ひかりのくに
Ｉ08　改訂新版体験を広げ
るこどものずかん８　　あそ
びのずかん

生　　活

検：小１　 検：小１～２　 検：小１～３　 検：小１～４　 検：小２～５　 検：小３～６　

著：おんがく☆～☆☆☆ 著：おんがく☆～☆☆☆ 著：おんがく☆～☆☆☆ 著：おんがく☆～☆☆☆ 著：おんがく☆～☆☆☆ 著：おんがく☆～☆☆☆

79‐6　ベネッセ
579　しまじろうの歌えほん
しまじろうどうようえほん

20-3 東京書籍
503 わくわく音あそび絵本
新装版ドンドコドンドンたい
こであそぼ

27-1　ひかりのくに
013　あそびうたのほんCD
つき

27-1　ひかりのくに
002　どうようでおえかきでき
るどうようＮＥＷ絵かきうた
ブック

70-27　トヤマ出版
501　笛星人子どものため
のリコーダー曲集

14-4 成美堂出版
539　DVDでひける！はじめ
てのピアノえほん１　たのし
いピアノのおけいこ

06-2　学研
G09 あそびのおうさまＢＯＯ
Ｋどんどんぬるほん

06-2　学研
G08　 あそびのおうさまＢＯ
ＯＫはじめてきるほん

02-1　岩崎書店
A17　あそびの絵本えのぐ
あそび

06-2 学研
I12 あそびのおうさまずか
ん12リサイクルこうさく増補
改訂

30-2 ポプラ社
A01 あそびのひろば１　は
んがあそび

14-4　成美堂出版
006　作ってみよう！リサイ
クル工作６８

12-2 小学館
817 小学館子ども図鑑　プ
レＮＥＯ楽しく遊ぶせいかつ
の図鑑

06-1　偕成社
Z01 子どものマナー図鑑
（１）ふだんの生活のマナー

検：小5 検：小6

06-2 学研
523 こどもずかん0さい～4
さいこどもずかん英語つき
よくばりバージョン

71-1 永岡書店
541 見て、聞いておぼえ
る！はじめてのえいごお
しゃべりえほん

検：小１ 検：小２ 検：小３　 検：小４　 検：小５　 検：小６

14-5　世界文化社
665　３さいのやさしい心を
はぐくむ１０のお話

72-31　日本図書
536　おやくそくえほんはじ
めての「よのなかルール
ブック」

10-8　合同出版
B-04　絵でわかるこどもの
せいかつずかん４おつきあ
いのきほん

10-1　講談社
E01　講談社の年齢で選ぶ
知育絵本　4・5・6さいのきも
ちをつたえることばのえほ
ん

12-2　小学館
701　おひさまセレクション
勇気をくれるおはなし１６話

10-1　講談社
553 こどもせいかつ百科

＊児童生徒の実態に応じ、当該学年以外の教科用図書についても使用することができる。但し、校種を超えて使用することはできない。

＊交流及び共同学習として通常の学級で授業を受ける教科については、当該学年の検定教科書を使用する。
＊拡大教科書の使用が適切な児童生徒については、当該学年の拡大検定教科書を使用する。
（注）　検：文部科学省検定教科書　　　著：文部科学省著作教科書

検：地図（小学校用）

書　　写

社　　会

検：小３・４　

小　　　　　　　　学　　　　　　　　校

国　　語

音　　楽

理　　科

算　　数

地　　図

道　　徳

家　　庭

検：小５・６　

令和６年度小学校特別支援学級各教科用一般図書（案）

図　　工

検：小１・２　 検：小３・４　 検：小５・６　

検：小１・２

06-1　偕成社
Q06　子どもの生活（６）じょうぶなからだになれるよ！

12-2 小学館
B11 ２１世紀幼稚園百科１１　からだのふしぎ

外 国 語

保　　健

検：小３・４　 検：小５・６　
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議案第２４号 

 

   学校運営協議会委員の任命について 

 

地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和 31年法律第 162号）第 47条の５第２

項及び長浜市立学校等における学校運営協議会の設置等に関する規則（平成 23年長浜市教

育委員会規則第２号）第６条の規定に基づき、学校運営協議会委員を次のとおり任命する

ことについて、教育委員会の議決を求める。 

 

令和５年７月２７日提出 

 

長浜市教育委員会 教育長 織田 恭淳   

 

 

 

 

  任命（案）   

 

長浜市立木之本小学校   地域住民  奥野 義明 

   

 

  委員の任期は、令和５年７月２７日から令和６年３月３１日までとする。 
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<追加前＞

番号 学校名 人数 区分 氏名

長浜市立木之本小学校 対象学校の運営に資する活動を行う者 梅本　信幸

長浜市立木之本小学校 対象学校の運営に資する活動を行う者 山表　春代

長浜市立木之本小学校 地域住民 橋本　保和

長浜市立木之本小学校 対象学校の運営に資する活動を行う者 稲舘　幸子

長浜市立木之本小学校 地域住民 林　守

長浜市立木之本小学校 保護者 速水　貴将

長浜市立木之本小学校 地域住民 藤田　喜代隆

<追加後＞

番号 学校名 人数 区分 氏名

長浜市立木之本小学校 対象学校の運営に資する活動を行う者 梅本　信幸

長浜市立木之本小学校 対象学校の運営に資する活動を行う者 山表　春代

長浜市立木之本小学校 地域住民 橋本　保和

長浜市立木之本小学校 対象学校の運営に資する活動を行う者 稲舘　幸子

長浜市立木之本小学校 地域住民 林　守

長浜市立木之本小学校 保護者 速水　貴将

長浜市立木之本小学校 地域住民 藤田　喜代隆

長浜市立木之本小学校 地域住民 奥野　義明

30 7

30 8
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長浜市では、「長浜子どものちかい」「長浜子育て憲章」に基づき、こどもは私

たちの宝として、市民ぐるみでこどもの健やかな成長を願い、「笑顔で子育てでき

るまち こどもの笑顔が広がるまち」「長浜に暮らす若者が、現在も、将来も魅力

を感じられるまち」の実現に向け、取組を進めています。 

このたび、こども家庭庁が募集している「こどもまんなか応援サポーター宣言」

及び、滋賀県が募集している「すまいる・あくしょん取組宣言」について、その

趣旨に賛同し、本市ならではの取組を実践していくことを宣言し、長浜市で暮ら

すこども若者の健やかな成長と夢や目標の実現を応援してまいります。 

 

6 月 23 日、長浜市長が、長浜観光 PR キャラクター三成くんとともに「こど 

もまんなか応援サポーター宣言」「すまいる・あくしょん取組宣言」を行いまし

た。 

 また、これらの取組は、今後長浜市こども若者応援課公式 Instagram「長浜こ

どもまんなか」等で発信してまいります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「こどもまんなか応援サポーター宣言」 

「すまいる・あくしょん取組宣言」を行いました。 

令 和 5 年 7 月 2 7 日 

教育委員会定例会資料 

未来創造部未来こども若者局 

◇未来こども若者局の取り組み状況について(主に小中学生) 

協議案件（1）
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（参考）◇こどもまんなか応援サポーター 

・こども家庭庁が推進しているこどもまんなか応援プ 

ロジェクト。 

・サポーターは、こどもまんなかの趣旨に賛同し、「こどもまんなか」なアクシ

ョンを実行したことを、発信したり、地域社会に広く参加を呼びかけます。 

 

 

 

 

◇すまいる・あくしょん 

・滋賀県発「こども版・新しい行動様式」。コロナ禍のこどもの声から生ま

れた、こどもの笑顔を増やすためのアクション。 

・こどもが実践する「こどもあくしょん」と大人が実践する「おとなあくし

ょん」があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

すまいる・あくしょん【おとなあくしょん】 

 01 正しい情報を選んで伝える（感染症対策） 

 02 子どもの声を聞いて一緒に考える（子どもたちの声、思い） 

 03 心を体の健康を支え思いやりを育む（心と体の健康） 

 04 人とのつながりや喜びを感じられる居場所をつくる（居場所・相談相手） 

 05 のびのびと遊び、育つための環境を守る（運動・遊び） 

 06 文化・芸術・自然・社会に触れる体験を増やす（体験・学び） 

 07 オンラインを活かすための環境を整備する（オンライン交流・学習） 

 

「こどもまんなか」とは… 

こどもや若者の意見を聴き、その意見を尊重し、こどもや若者にとってよ

いことは何かを考え、自分ができるアクションを実践していくこと。 
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長浜市では、このたび、こどもや若者の声を聴き、その意見を施策に反映させ

るしくみ「こども若者ボイス」を作りました。こども若者をまんなかに、「笑顔

で子育てできるまち 子どもの笑顔が広がるまち」「長浜に暮らす若者が、現在

も、将来も魅力を感じられるまち」の実現をめざし、取組を進めます。 

 

こども若者の声を施策に！ 
『こども若者ボイス📣』に取り組みます 
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◇こども若者ボイス                            
 
 

「こども若者ボイス」は、思いを語り合う場「こども若者トーク」と「こども

若者実態調査」の２つの手法を実施します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

【こども若者ボイス①】 こども若者トーク                   
  

こども若者のみなさんが、様々なテーマについて、想いを語り合い、意見を

出し合う場を設けます。 

 意見は、「市長への提言」として、市長に直接届けることもできます。 

 

【カテゴリー別トーク】 

小学生、中学生、高校生、大学生、子育て当事者、文化スポーツ団体等 

【テーマ別トーク】 

テーマ例：若者の定住、居場所づくり、結婚・妊娠・出産、子育て等 

 

◆この度、市内中学生を対象に子ども若者トークを実施します。 

①西中学校（長浜市社会福祉協議会と連携） 

開 催 日 時  令和 5 年 5 月 30 日（火）16 時～17 時  

メ ン バ ー  生徒会 11 人 

トーク内容  「話したくなっちゃうかもゲーム」を使って、長浜の好きな 

ところ、理想のくらし等について意見交換 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ① こども若者トーク 

 

こども若者 

ボイス 

こどもや若者が意見を出し合います 

こどもや若者の実態を把握します ②こども若者実態調査 
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②中学生混合メンバー 

メ ン バ ー  各校 2 名×11 校 

    開催日時等  次ページのとおり 
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【こども若者ボイス②】 こども若者実態調査                              

 

本市の人口は 2010 年以降減少傾向が続いており、特に若者の転出超過が顕著

になっています。この課題対応に向け、こどもや若者世代がどのようなニーズや

考え方を持っているかを把握するために、アンケートによる実態調査を行いま

す。 

なお、こどもや若者を主たる対象にした大規模な調査は初めての取り組みで

す。 

 

◆実態調査の概要 

10～40 歳代を中心に、こども若者の実態について、下記４つのアンケートを

実施。 

 

実施アンケート 対象者 主な調査項目 

① 中高生アンケート 

中学３年から高校

３年までの全生徒

（約 3,600 人） 

・長浜への愛着、居住希望 

・職業観、社会参加意欲など 

② 転出者アンケート 

市外に転出された

若者(18 歳～34 歳) 

（約 2,000 人） 

・転出の理由 

・将来のＵターンの意思 

・子育て、教育へのニーズ 

・長浜市への愛着、求める要素 

③ 市内若者世代アンケート 

市内の若者世代（18

歳～40 歳； 

4,000 人無作為抽

出） 

・人生観、将来像 

・仕事や生活に関する認識 

・子育て、教育へのニーズ 

・長浜への愛着、まちの評価 

④ 転入転出者アンケート 

市窓口に手続きに

来られた人（約 400

人） 

・転入、転出の理由 

・転出入先で重視すること 

 

＊①及び②のアンケート調査の設計及び集計分析は、滋賀大学データサイエンス学部（伊達

平和准教授・堀兼大朗助教）と共同で実施。このうち中高生アンケートの調査は同大学「社

会調査実践演習」受講生協力いただいています。 

＊②については、対象者の特定が困難なため、スノーボールサンプリングという、人伝に対

象者をお知らせしていく方法をとります。 

＊調査は７月以降、順次実施していきます。中間まとめ(速報)は 10 月頃の予定です。 
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協議・報告事項（２） 

長浜市規則等の制定･改廃に関する概要説明書 

 

担  当：幼児課 

件  名：長浜市病児保育施設整備費等補助金交付要綱の一部改正について 

 

 

第１ 制定・改廃理由 

病児保育事業所に対する原油価格高騰負担軽減対策について、支援策を拡充するため、

当該要綱の一部を改正するもの。 

 

 

第２ 要点 

別表に規定する補助対象経費上限額の係数を「×１．２」から「×１．３」に変更す

る。 

 

第３ 施行期日 

令和５年７月１日（令和５年度補助金から適用） 
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○長浜市病児保育施設整備費等補助金交付要綱の一部改正 新旧対照表 

新 旧 

別表（第４条関係） 別表（第４条関係） 

長浜市病児保育施設整備費等補助金交付基準 長浜市病児保育施設整備費等補助金交付基準 

 補助

対象

事業 

補助基準額 
補助対

象経費 

補

助

率 

上限額 

  補助

対象

事業 

補助基準額 
補助対

象経費 

補

助

率 

上限額 

 

 （略）   （略）  

 原油

価

格・

物価

高騰

負担

軽減

臨時

特例

事業 

交付基準額は、

次のとおり算定

する。 

（（令和５年１

月から令和５年

12月までの施設

燃料費（以下「補

助対象経費」と

いう。））－（令

和３年１月から

令和３年12月ま

での施設燃料費

（以下「補助金

算定基礎額」と

いう。）））－

（特定教育・保

育、特別利用保

育、特別利用教

育、特定地域型

保育、特別利用

地域型保育、特

定利用地域型保

育及び特例保育

に要する費用の

額の算定に関す

る基準等（平成

27年３月31日内

閣府告示第49

号）に基づき算

定した令和５年

１月から令和５

年12月までの冷

暖房費加算額－

令和３年１月か

ら令和３年12月

までの冷暖房費

加算額） 

※各項におい

て、その差額が

零を下回る場合

は、零として計

算する。 

保育所

等の施

設燃料

費 

10

分

の

10 

補助対象

経費上限

額は、次の

とおりと

する。 

補助金算

定基礎額

×1.3 

 

  原油

価

格・

物価

高騰

負担

軽減

臨時

特例

事業 

交付基準額は、

次のとおり算定

する。 

（（令和５年１

月から令和５年

12月までの施設

燃料費（以下「補

助対象経費」と

いう。））－（令

和３年１月から

令和３年12月ま

での施設燃料費

（以下「補助金

算定基礎額」と

いう。）））－

（特定教育・保

育、特別利用保

育、特別利用教

育、特定地域型

保育、特別利用

地域型保育、特

定利用地域型保

育及び特例保育

に要する費用の

額の算定に関す

る基準等（平成

27年３月31日内

閣府告示第49

号）に基づき算

定した令和５年

１月から令和５

年12月までの冷

暖房費加算額－

令和３年１月か

ら令和３年12月

までの冷暖房費

加算額） 

※各項におい

て、その差額が

零を下回る場合

は、零として計

算する。 

保育所

等の施

設燃料

費 

10

分

の

10 

補助対象

経費上限

額は、次

のとおり

とする。 

補助金算

定基礎額

×1.2 
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協議・報告事項（３） 

長浜市規則等の制定･改廃に関する概要説明書 

 

担  当：幼児課 

件  名：長浜市民間認可保育所及び認定こども園運営補助金交付要綱の一部改正に

ついて 

 

 

第１ 制定・改廃理由 

民間保育所・認定こども園に対する原油価格高騰負担軽減対策について、支援策を拡

充するため、当該要綱の一部を改正するもの。 

 

 

第２ 要点 

別表に規定する補助対象経費上限額の係数を「×１．２」から「×１．３」に変更す

る。 

 

 

第３ 施行期日 

令和５年７月１日（令和５年度補助金から適用） 
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○長浜市民間認可保育所及び認定こども園運営補助金交付要綱の一部改正 新旧対照表 

新 旧 

  

別表（第３条関係） 別表（第３条関係） 

 事業

種別 

補助対象

事業 

補助対象

経費 

補助要件及び補

助基準額 

  事業

種別 

補助対象

事業 

補助対象

経費 

補助要件及び補

助基準額 

 

 (1)～(11) 略   (1)～(11) 略  

 (12) 

原

油

価

格

・

物

価

高

騰

負

担

軽

減

臨

時

特

例

事

業 

民間認可

保育所及

び認定こ

ども園運

営費 

保育所等

の施設燃

料費 

(１) 補助金算

定方法は、次のと

おりとする。 

交付基準額×補

助率 

(２) 交付基準

額は、次のとおり

算定する。 

（（令和５年１月

から令和５年12

月までの施設燃

料費（以下「補助

対象経費」とい

う。））－（令和

３年１月から令

和３年12月まで

の施設燃料費（以

下「補助金算定基

礎額」という。）））

－（特定教育・保

育、特別利用保

育、特別利用教

育、特定地域型保

育、特別利用地域

型保育、特定利用

地域型保育及び

特例保育に要す

る費用の額の算

定に関する基準

等（平成27年３月

31日内閣府告示

第49号）に基づき

算定した令和５

年１月から令和

５年12月までの

冷暖房費加算額

－令和３年１月

から令和３年12

月までの冷暖房

費加算額） 

※各項において、

その差額が零を

  (12) 

原

油

価

格

・

物

価

高

騰

負

担

軽

減

臨

時

特

例

事

業 

民間認可

保育所及

び認定こ

ども園運

営費 

保育所等

の施設燃

料費 

(１) 補助金算

定方法は、次のと

おりとする。 

交付基準額×補

助率 

(２) 交付基準

額は、次のとおり

算定する。 

（（令和５年１月

から令和５年12

月までの施設燃

料費（以下「補助

対象経費」とい

う。））－（令和

３年１月から令

和３年12月まで

の施設燃料費（以

下「補助金算定基

礎額」という。）））

－（特定教育・保

育、特別利用保

育、特別利用教

育、特定地域型保

育、特別利用地域

型保育、特定利用

地域型保育及び

特例保育に要す

る費用の額の算

定に関する基準

等（平成27年３月

31日内閣府告示

第49号）に基づき

算定した令和５

年１月から令和

５年12月までの

冷暖房費加算額

－令和３年１月

から令和３年12

月までの冷暖房

費加算額） 

※各項において、

その差額が零を
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新 旧 

下回る場合は、零

として計算する。 

(３) 補助対象

経費上限額は、次

のとおりとする。 

補助金算定基礎

額×1.3 

(４) 補助率は

次のとおりとす

る。 

10分の10 

下回る場合は、零

として計算する。 

(３) 補助対象

経費上限額は、次

のとおりとする。 

補助金算定基礎

額×1.2 

(４) 補助率は

次のとおりとす

る。 

10分の10 

 (13) 略   (13) 略  
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 協議・報告事項（４） 
 

 

令和４年長浜市議会６月定例月議会一般質問答弁要旨 

※ここに記載されている内容は教育委員会事務局で要約したものであり、実際の答弁とは異なるところがありま

す。 

◆個人質問 

質問者 質問要旨 答弁要旨 答弁者 担当課 

矢守 昭男 中学校部活動の地

域移行とは、中学校・

義務教育学校の部活

動を地域の文化・ス

ポーツ団体が行う活

動に移行していくこ

とで、子どもたちが

多様な活動を体験で

きる機会と、少子化

の中でも、将来にわ

たり活動を継続して

取り組むことができ

る環境の整備を進め

るものとされている

が、地域移行を想定

した部活動をどう実

現されるのか問う。 

部活動の地域移行の実現に関しては、少子化の

中でも将来にわたって、子どもたちがスポーツ・文

化芸術活動に継続して親しむ機会を確保するとと

もに、学校の働き方改革による教育環境の充実を

目指していくべきものと考えている。 

実現に向けた取り組みとしては、モデル的実証

事業やアンケート調査を実施し、検証や課題整理

を行いながら、本市の実情に合った、長浜スタイル

の「部活動の地域移行推進計画」の策定を進めてい

る。 

モデル的実証事業については、３つの取組みを

予定している。 

１つ目は、生徒数の減少により、団体競技などの

部活動が成り立たない北部地域を中心に、数校合

同による部活動を実施し、子どもたちが希望する

部活動を少しでも提供していきたいと考えてい

る。 

２つ目は、学校内に地域移行の受け皿となる外

部指導者による組織を設置し、教職員と連携しな

がら部活動を実施するもので、専門外の教師によ

る部活動指導の解消や、外部の専門指導者による

技術の向上を図るものである。（長浜南中学校を予

定している。） 

３つ目は、地元の「総合型地域スポーツクラブ」

に部活動を担っていただくもので、スポーツ少年

団等で取り組んできたスポーツが中学校に部活が

なくても続けられる体制として、学校に部活動が

ない競技を中心に検証を進めたいと考えている。

（西浅井中学校における奥びわ湖スポーツクラブ

での実施を予定している。） 

また、文化部の地域クラブの取組として、長浜文

化スポーツ振興事業団による吹奏楽クラブの設置

と運営を検証するものである。本市には長年吹奏

楽部がない学校もあり、そういった学校の生徒も

含め、市内全域から広く参加者を募り、木之本ステ

教 育 部

長 

すこやか

教育推進

課 
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ィックホールにおいて実施を予定しており、経験

豊富な指導者が指導を行う。以上が実証事業の３

つのモデルである。 

これらの３つの取組みを実施し、本市にふさわ

しい部活動の在り方を検討しながら、推進計画の

策定を進めていく。 

そして、部活動の地域移行・地域連携を進めるに

あたり、何よりも、子どもたちの思いを第一に考

え、保護者、教職員にも不安を感じさせないように

丁寧に進めていきたいと考えている。 

矢守 昭男 中学校部活動の地

域 移 行 に 関 す る 生

徒・保護者等のアン

ケート実施がなぜこ

れからなのか。また、

ア ン ケ ー ト の 内 容

は、どのように誰が

作 成 さ れ る の か 問

う。 

アンケートについては、今年度に策定する「長浜

市部活動の地域移行推進計画」に合わせて実施す

るものであり、現状や課題、ニーズを把握するうえ

で極めて重要なものであると考えている。 

対象者は、小中学生、保護者、教職員、外部指導

者や地域クラブの指導者などを想定しており、内

容については、対象者それぞれの立場における思

いや課題を把握し、円滑に地域移行に繋げていき

たいと考えている。 

また、５月に設置した、地域のスポーツ・文化の

関係団体、保護者や学校関係者で組織する「長浜市

部活動の地域移行推進協議会」の委員の意見も聞

きながらアンケートを作成し、慎重かつ丁寧に進

めていく。 

教 育 部

長 

すこやか

教育推進

課 

（再問）長浜市部活動

の地域移行推進協議会

を５月から進められて

いるが、具体的な構成

についてはどのような

団体が参加され、現時

点で、どのような議論

をしているのか問う。 

長浜市地域移行推進協議会には、市内各スポー

ツ団体の代表や長浜文化スポーツ振興事業団から

来ていただいている。さらに、市内校長や市民協働

部、教育委員会事務局といったメンバーで構成し

ており、現在は部活動の地域移行に向けた課題に

ついて議論している。 

ご承知のとおり、部活動の地域移行は、今まで先

生が担っていたことを、地域の方に担っていただ

くものであり、色々なところで課題があるため、そ

うした課題をどのように解決していくのかという

議論を始めたところである。 

教 育 部

長 

すこやか

教育推進

課 

（再々問）先生が担っ

ていたことを、地域の

方が担うということで

あるため、課題解決に

向けてしっかりと、１

年に１回ないし２回は

アンケートについては、先ほど慎重に実施する

と申しあげたが、１回で足りなければ２回、２回で

足りなければ３回と、それぞれの内容を精査しな

がら実施していきたいと考えている。 

教 育 部

長 

すこやか

教育推進

課 
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アンケートを実施して

いただきたいがどう

か。 

鬼頭 明男 最高気温 35度以上

の年間日数は年々増

加している。こうし

た中で熱中症の件数

も増加傾向にあり、

特に体育の授業や部

活動などの運動中に

起きている。体育館

の暑さ指数は、午後

１時頃から高まり、

午後５時～６時がピ

ークで部活動等の時

間帯がもっとも高い

とされているが、市

内小中学校の熱中症

の、ここ３年間の状

況と増加に伴う市の

熱中症対策について

問う。 

ここ３年間の状況であるが、令和２年度６件（６

人）、令和３年度１件（１人）、令和４年度４件（７

人）の熱中症と疑われる事案が学校から報告され

ている。幸いにして、いずれも軽度の脱水症状の事

案であった。 

発生件数に大幅な増減はないが、熱中症は時に

命に関わるものであることから、今後も熱中症予

防のために環境省から配信される「熱中症警戒ア

ラートのメール配信サービス」や「暑さ指数測定機

器（熱中症チェッカー）」を活用して活動内容を考

慮し、活動時にはこまめに水分補給や休息の時間

を確保するなど、無理のない学習活動を行うよう、

既に、今年度も各校に通知しているところである。 

教 育 部

長 

すこやか

教育推進

課 

（再問）熱中症対策と

して、体育館の使用を

中止した事例はある

か。 

先ほど説明した、暑さ指数測定機器や熱中症警

戒アラートのメール配信により、危険と思われた

場合に部活動の活動を中止したことがある。 

教 育 部

長 

すこやか

教育推進

課 

鬼頭 明男 体育館には、児童

生徒や教職員の熱中

症への安全確保のみ

ならず、避難所とし

ての役割もある。体

育館へのエアコン設

置は必要不可欠だと

考えるが、当局の見

解を問う。 

体育館での高温時における授業や学校行事の実

施については、各学校長の判断により行事内容の

変更や延期など、柔軟な対応による熱中症予防に

努めていただいている。 

現時点では、様々な課題があり体育館へのエア

コン設置については計画していないが、すべての

学校の体育館に導入した大型扇風機を活用するな

どしながら、熱中症対策を講じている。 

教 育 部

長 

教育総務

課 

（再問）様々な課題が

あると説明されたが、

どのような課題がある

か問う。 

１点目は、大きな財政負担が強いられることで

ある。議員の説明によるとエアコン設置率が上が

っているとのことだが、体育館のエアコン設置率

の数値には、スポットクーラーのようなものも計

上されている。長浜伊香ツインアリーナのような

全館空調のようなものの設置率はかなり低い状況

教 育 部

長 

教育総務

課 
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であると思われる。これらのことを踏まえ、普及は

難しいと考えている。 

（再々問）財政負担も

あり普及は難しいと、

前回も答弁されていた

が、全国で普及も進ん

でいる。今後、スポット

クーラー、エアコンの

設置について、維持費

の検証も踏まえて進め

ていく必要があると思

うが、今後の状況を問

う。 

今後も、検討は行っていく。 

熱中症と疑われる事案についても、体育館で起

こった事例は１件だけであり、他の事例は全て外

での活動中であるため、そちらの方が喫緊の課題

であると考えている。 

教 育 部

長 

教育総務

課 

鬼頭 明男 令和３年５月 25日

に文部科学省から通

知が出され、学校環

境における工作物及

び機器等の安全点検

については調査され

たが、防球ネットの

高さ等については、

「ボールが敷地外に

飛び出し、通行車両

や周辺民家に被害を

与えないか心配」と

の声が聞かれる。防

球ネットの高さ等の

問題について見解を

問う。 

グラウンドの防球ネットについては、主に部活

動における球の飛び出し防止を目的として、各中

学校に設置している。防球ネットの高さについて

は、グラウンドの配置等により異なるが、いずれも

適切に機能していると認識している。 

小学校においては、通常の授業において球が飛

び出すことはないため、現状の設備で問題はない

と考えている。 

教 育 部

長 

教育総務

課 

（再問）安全点検にお

いて、ボールが外に飛

び出るかどうかも同時

に点検されたのか。ま

た、小学校のスポーツ

少年団について、市民

協働部長からは施設を

お貸ししている立場で

あるということであっ

たが、教育委員会の見

解を問う。 
 

文部科学省からの通知後に行った調査におい

て、球が飛び出るかどうかの調査は実施していな

い。 

防球ネットについては、先ほど申したように、今

の学習内容において支障となっているところはな

いと考えているため、教育委員会として新たに設

置するということは考えていない。 

教 育 部

長 

教育総務

課 

（再々問）防球ネット 毎年、各学校からはそういったことも含めて、要 教 育 部 教育総務
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についてのアンケート

は実施していないとの

ことだったが、特に中

学校においては、子ど

もたちの体も大きくな

り、バットの性能も変

わったことで球の飛距

離が出るようになり

「校舎に球がぶつかる

から強く打つなと言わ

れた」ということもあ

ったと聞いているが、

それらのことを踏まえ

て、是非中学校全体の

防球ネットの調査をし

ていただきたいが、ど

うか。 
 

望を確認している。 

ただし、要望に上がっていないところで、議員自

ら要望を聞いておられる学校があるのであれば、

お教えいただきたい。 

長 課 

中川 勇 人口減少、少子高

齢化が更に進行する

なか、以前とは異な

る子育て環境が生ま

れ、多様化した幼児

保育環境が求められ

ている。私の住まい

す る 地 域 に お い て

も、幼稚園の認定こ

ども園化に向けて連

合自治会要望も行わ

れているが、ハード

的課題等も含めて実

現 に は 至 っ て い な

い。如何にして、子

育て世代からのニー

ズにしっかり応えら

れるのかがポイント

だと思っている。そ

こで、先に政策提言

している、子育て待

機児童のゼロ対策の

維持と保育の質の向

上への対応について

待機児童対策については、保育ニーズが高い１・

２歳児の受入れ枠を増やすため、乳児室と幼児室

を入れ替えるなど現状施設を有効活用した。加え

て、保育人材確保のため、新規採用職員の確保に向

け、今年度の募集数を 10人増やし、15 人としたほ

か、積極的に大学を訪問して勧誘している。また、

奨学金返還支援金、宿舎居住支援補助金、再就職定

着応援金の３つの支援策を継続して実施してい

る。さらに、民間活力の活用にも取り組んでいる。 

また、保育の質の向上については、園内研究の充

実や、階層別・分野別など外部研修の機会の確保に

より向上に努めている。 

先の待機児童対策とも関連するが、保育の質の

向上においても、保育人材の安定的な確保は重要

であり、保育経験の蓄積と若手保育士への知識や

技術の継承のため、各園が主体的に業務改善・働き

方改革に取り組んでいる。 

教 育 部

長 

幼児課 
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問う。 

藤井 登 生成系 AIは、倫理

的な問題やプライバ

シーの保護、AIが誤

った情報を提供する

可 能 性 な ど を 考 慮

し、適切な安全対策

や教育の目的に合致

した活用方法を選ぶ

必要があり、AIを活

用する場合でも、教

師や人間の指導者の

役割が重要であり、

AIが補完的な役割を

果たすことが望まし

いと考えるが、最近

の生成系AIの普及に

ついて、どのように

考えるか問う。 

生成系 AIの普及について、学校現場においても

生成系 AIと上手に付き合っていく必要があると考

えている。 

学校現場における生成系 AI の利用については、

様々な議論や懸念の声があると承知している。子

どもたちの思考力や創造性への影響、個人情報や

著作権保護の観点等について、リスクの整理が必

要である。 

しかしながら、新たな技術である生成系 AIを、

どのように使いこなすのかという視点や、自分の

考えを形成するのに活かすという視点も、「情報活

用能力」の育成の面で重要であると考えている。 

教 育 部

長 

教育改革

推進室 

藤井 登 学校現場での規制

の 仕 方 に つ い て 問

う。 

令和５年５月 16日に国の中央教育審議会におい

て協議がなされ、夏前をめどに、生成系 AIの学校

現場でのガイドラインが策定・公表されると通知

があり、児童生徒の使用については年齢制限があ

ることも含め、市内小中義務教育学校へ周知して

いる。 

教職員の活用については、市のデジタル行政推

進課が出している指針に則り、適切な活用をする

ように指導している。 

教 育 部

長 

教育改革

推進室 

（再問）児童生徒や保

護者に対し、もっと具

体的に「良い事」と

「悪い事」の指導をし

なければ、戸惑う場面

が出てくると思うが、

細かい指導について、

学校現場でどのように

するつもりか問う。 

生成系 AIの利用については、従来から「入力

する情報は公開情報であること、得られた情報は

根拠や正当性を確認してから利用すること、対外

的な資料や回答にはそのまま利用しないこと」が

求められており、すでに学校現場に周知してい

る。 

国において方針が示されるので、今後はそれに

則り活用を図っていきたい。 

教育部

長 

教育改革

推進室 

（再々問）例えば、読書

感想文には使わない、

作文では何文字以内は

自分で書かなければい

ご指摘の点は我々も懸念しているところである

が、代表的な生成系 AIについては、13 歳以下は利

用できず、18 歳未満は保護者の同意が必要となっ

ており、貸与しているタブレット端末では利用で

教育部

長 

教育改革

推進室 
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けないとすれば、使い

方が間違っていると指

導できる。抽象的でな

く具体的な表現にする

と、児童生徒や保護者

にも理解してもらえ、

現実的な指導に繋がっ

ていく。 

すでに生成系AIはか

なり利用されており、

文部科学省の方針を待

っていては遅い。いけ

ないことは 教師が伝

えればよいので、待っ

ている段階ではないと

考えるがどうか。 

きない。 

したがって、児童生徒が生成系 AIを利用する場

合には、保護者が持つ機器を利用することになる

と思うが、この場合には利用について保護者に考

えていただくべきものと考える。 

藤井 登 学校現場での効果

的な活用方法につい

て問う。 

先に述べたように、学校現場での生成系 AIの利

用については、様々な議論や懸念がある。一方で、

学習指導要領では、学習の基盤となる資質・能力と

して「情報活用能力」を位置付けている。 

新たな技術である生成系 AIをどのように使いこ

なすのかという視点や、自分の考えを形成するの

に活かすといった視点も重要である。 

国により、そのような議論が整理されガイドラ

インが策定されたのち、示された方針に基づき、学

校現場で効果的に活用していく。 

教 育 部

長 

教育改革

推進室 

藤井 登 前回の公立学校教

員の勤務実態調査か

ら一般教諭の平日の

「在校等時間」が減

少している一方で、

まだ一日の「在校等

時間」が10 時間を超

え て い る 状 況 で あ

る。当局は、教員の

労働負担の軽減に向

けて、今後どのよう

な具体的な施策を考

えるのか問う。 

教育委員会としては、これまでより、スクール・

サポート・スタッフ、部活動指導員や支援員などの

積極的な人的配置を行ってきた。 

また、校務支援システムを導入して業務のデジ

タル化を進め、教職員の負担軽減に努めている。 

今後は、校務支援システムや１人一台学習端末

として配布した iPadをより一層有効に活用するこ

とで、授業準備や教材研究、学習評価にかかる時間

の短縮を図りたいと考える。 

教育長 教育指導

課 

藤井 登 平日の持ち帰りの

仕事時間が増加して

平日の在校等時間が減少していることから、各

校の働き方改革が進み、退勤しやすい職場の雰囲

教育長 教育指導

課 
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いることが報告され

ているが、そのこと

についてどのように

考えるのか。また対

策についても問う。 

気ができているものと捉えている。一方で、持ち帰

りの仕事が増加しているのは、教員一人ひとりの

業務量の軽減があまり進んでいないことが原因だ

と考えられる。また、子育て世代の教員の意識が変

わってきていることも一因だと考える。 

今後の対策としては、先ほども申したように、業

務のデジタル化を推進し、持ち帰りの仕事時間を

含めた勤務時間の削減に取り組みたいと考える。

あわせて、教員研修により各自の働き方について

の意識改革を図っていく。 

（再問）教職員の勤務

実態を把握するための

出退勤システムが、80

時間を超える教員を見

つけるためだけのもの

になっているとも聞く

が、そのことについて

問う。 

教職員の勤務実態を正確に把握し、指導するこ

とは大切だと考える。 

現在の出退勤システムでは教員の負担となって

いる部分や勤務の現状を把握しづらい部分もある

ため、今後新しい出退勤システムを導入すること

で教員の負担軽減と勤務の実態の正確な把握に努

めていきたいと考えている。 

教育長 教育指導

課 

藤井 登 教員の勤務時間の

減少に向けて、当局

は教師とのコミュニ

ケーションをどのよ

う に 進 め て い る の

か。また教員の声や

意見を反映させるた

めの取組について問

う。 

教育委員会としては、各種会議や研修会等の場

において、教職員の意見を聞きながら、会議や研修

会の持ち方を検討したり、報告文書の簡略化を図

ったりして、業務改善につなげている。 

引き続き、教員の時間外労働時間の実態把握に

努めるとともに、働き方改革に関する学校での具

体的な取組について、特に有効な事例の共有を図

りたいと考えている。 

教育長 教育指導

課 

（再問）これまでの慣

例に囚われない若手教

員の意見を取り入れる

ことで、想定以上の成

果が生み出せ、若手教

員の励みにもなると考

えるが、当局の考えを

問う。 

様々な年代の教職員から意見を吸い上げ、全体

で共有を図ることは大切だと考える。 

教育長 教育指導

課 

藤井 登 地元を離れて一人

暮らしを始めた新任

者へのサポート体制

について問う。 

「新社会人として働く」ことだけでも大きな環

境の変化である上に、一人暮らしをすることにな

った者の不安は、更に大きなものがあることは十

分に理解しているところである。 

そのため、校長や教頭、初任者研修を担当する教

職員が、初任者一人ひとりの置かれている環境を

教育長 教育指導

課 
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十分に理解し、悩みや相談に丁寧にこたえながら、

一人の教職員として成長するための支えを行って

いく。 

 

（再問）支えを行うだ

けでなく、見つけてい

くことも大切であり、

悩みを声に出さない人

もいるため、声をかけ、

見抜くことも大切だと

考えるが、考えを問う。 

管理職や教育委員会に限らず、周りにいる教職

員がしっかりと声をかけることが大切である。 

また、若い教員だけで集まる場面もあるため、お

互いの意見を共有しながら、力を合わせていく状

況をつくっていくことも必要であると考えてい

る。 

教育長 教育指導

課 

藤井 登 新任者のストレス

や孤独感に対して、

当局はどのような心

理的サポートを提供

しているか問う。 

教職員に心理的サポートが必要な場合は、長浜

市教育センターに「こころの相談窓口」を設け、専

門家であるカウンセラーとの相談体制を整えてい

る。また、「けやきカフェ」という市内の若手教職

員同士が教育課題などについて学びあい、つなが

りを深めることを目的としたカフェも開催してい

る。さらに、長浜市新規採用教職員研修では、就学

前、小・中学校の養護教諭、事務職員、教員が交流

し、同僚の輪を広げ、孤独感を解消できるようにも

努めている。 

教育長 教育指導

課 

藤井 登 新任者の成長を促

すための研修プログ

ラムや指導体制につ

いて問う。 

指導体制については、校長経験者などのベテラ

ン教職員や授業を指導する教科指導員が中心とな

り、初任者の研修を進めている。 

研修プログラムとしては、滋賀県初任者研修実

施要項に基づき、指導教員の授業を参観して実践

的指導力を養う授業研修や、学級経営や生徒指導、

そのほか幅広い知識や見識を得ることを目的とし

た研修を実施している。また、年間 18 日間は校外

での研修を実施し、このうち４日間については、

「長浜市の独自の教育」を学ぶ機会として、市教育

委員会主催の研修も実施している。 

教育長 教育指導

課 

藤井 登 新任者同士や他の

教職員との交流の場

について問う。 

長浜市主催の新規採用教職員研修では、校種、職

種を超えた同期が、自身の不安や悩みを自由に交

流する時間を設けている。同じ思いをもっている

仲間が同じ長浜で頑張っていることを知り、不安

や悩みを小さくし、新たな気持ちで職務に当たっ

ている姿も見られ、この交流の場の意義を感じて

いる。 

教育長 教育指導

課 

（再問）研修内容をフ

ィードバックして、次

初任者研修では、研修で出た意見やデータを集

約し、次の研修につなげているところである。 

教育長 教育指導

課 
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の研修につなげていく

対策について問う。 

藤井 登 インクルーシブ教

育とは、国籍や人種、

言語、性差、経済状

況、宗教、しょうが

いのあるなしにかか

わらず、すべての子

どもが共に学び合う

教育のことである。

 インクルーシブ教

育の一環として、進

学や就職支援にどの

ような取組を行って

いるのか問う。 

市内の各中学校・義務教育学校では、一人ひとり

に、将来の夢や希望する進学先を丁寧に聞き、併せ

て本人の特性や適性に応じた進路指導を行ってい

る。 

生徒が希望する進学先のことを知ることができ

るように、学校説明会や体験入学の情報を丁寧に

伝えている。特に、特別な支援を必要とする生徒に

対しては、できるだけ早く進路相談を行ったり、体

験入学等を勧めたりして、本人が希望する進路選

択が実現できるように努めている。 

また、進学先での適応状況が心配される場合に

は、本人と保護者の同意のもと、中学校での支援の

内容を丁寧に引き継ぐことで、切れ目のない支援

を行っている。 

教育長 教育指導

課 

藤井 登 インクルーシブ教

育の推進に向けて、

当局はどのような取

組 を さ れ て い る の

か。また、特別支援

教育の充実や一般教

育現場での多様性へ

の 対 応 に つ い て 問

う。 

教育委員会では、「誰一人取り残さない教育の実

現」を達成するため、一人ひとりの児童生徒にとっ

ての最適な教育環境の充実に努めている。 

特別支援学級に在籍する児童生徒には、本人や

保護者の思いに沿いながら、個に応じた指導を行

っている。 

また、通常学級に在籍する特別な支援を必要と

する児童生徒には、通級指導教室で学ぶ時間を設

けたり、サポートを行う支援員を配置したりする

など、一人ひとりの成長を支えるために取り組ん

でいる。 

教育長 教育指導

課 

（再問）小学校入学時

に特別支援学級に入級

するかどうかは、保護

者が判断することがで

きるのか問う。 

保護者は、通常学級、特別支援学級のどちらも選

択することができる。 

ただし、専門家も含めた会議の中で、その子にと

っての最適な教育環境について議論した結果を保

護者に提供し、その情報をもとに本人や保護者が

学びの場を選択している。 

教育長 教育指導

課 

藤井 登 インクルーシブ教

育のより良い教育環

境の実現に向けて、

当局は子どもや保護

者の声をどのように

収集・反映されてい

るのか。また、関係

者の意見や要望を取

本市では、特別な支援が必要な児童生徒につい

て、専門家の見解をいただき、保護者や本人の思い

を丁寧に聞き取るなどして、個に応じた適切な支

援はどうあるべきかを検討している。 

また、学校と保護者が相談して個別の支援計画

等を作成し、児童生徒にとって、よりよい教育環境

づくりに努めている。 

さらに、各学校では、教育相談担当や特別支援教

教育長 教育指導

課 
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り入れ、より良い教

育環境の実現に向け

た取組は重要だと考

えるが、当局の考え

を問う。 

育コーディネーター、スクールカウンセラーが相

談窓口となり、児童生徒や保護者の声を十分に受

け止めるように体制を整えている。 

また、学校以外の機関においても相談窓口を設

置しており、他機関と学校が連携を図りながら取

り組んでいる。 

（再問）しょうがいを

もつ子どもとそうでな

い子どもの学ぶ環境を

分けて育てる良さもわ

かるが、同じ環境で育

てていくことがインク

ルーシブ教育になるの

ではないかと考える

が、当局の考えを問う。 

今年、成人式に参加し、同じような感想を持っ

た。自分が見た会場では、特別支援学校に通ってい

た子どもたちが一緒にいる姿は見られなかった

が、今後は見られるようになると良いと思う。 

みんなが一緒に学ぶという形が全て整っている

わけではないが、特別支援学級の子どもも一緒に

活動できる授業については、通常学級の子どもた

ちと一緒に活動している。 

また、外国籍や LGBTQ の子どもたちも、できる

だけ一緒に活動できるよう、各学校で工夫してい

る。 

特別支援学校に通う子どもにも、副籍制度があ

り、時々、地域の学校で一緒に授業を受け、子ども

同士が良い学びをしてくれている。これからも、で

きるだけたくさんの、こういった機会を作ってい

きたいと考える。 

教育長 教育指導

課 

村山 さお

り 

保育の必要性に係

る事由の変更につい

て、下のお子さんが

１歳になるまで、上

のお子さんを継続し

て預けられるように

できないか問う。 

本市では、産後６か月以降も育児休業を継続さ

れる場合において、在園児が３歳児以上の場合は、

就学前教育としての重要な年齢であることから、

基本的には、保育所・認定こども園ともに同一園で

継続利用ができるようにしている。 

その一方で、在園児が２歳児までの場合は、疾病

や看護などの要件があれば継続利用となるが、そ

うでなければ退園いただき、就労復帰される時期

に改めて申込みをしていただいている。 

現時点では、昨年度の 12月定例月議会でのお答

えと同様であり１年間の継続利用の実施には至っ

ていないが、保護者が安心して出産に臨み、子育て

をサポートする場として、園の利用要件のあり方

について、引き続き検討を進めていく。 

 

教 育 部

長 

幼児課 

（再問）継続利用がで

きる市もあり、短時間

保育で対応している市

もある。 

他市の状況については承知している。 

本市は待機児童があるため、今の運用もやむを

得ない面もあるが、新生児に加え、１・２歳児を同

時に育児することの大変さも理解しており、市と

教 育 部

長 

幼児課 
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継続利用ができるよ

うに妊娠・出産の時期

を調整している親もあ

ると聞く。核家族化し

ており、継続利用がで

きた方が親も育児がし

やすく、少子化対策に

必要な措置であり、早

急な検討が必要と考え

るが、どうか。 

して、どういう運用が有効か検討中である。 
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